
令和５年度
青森県財務諸表の概要

（統一的な基準による地方公会計）

令和７年３月
財 政 課



1

統一的な基準による財務書類の作成について

・ 「統一的な基準による地方公会計の整備促進について（平
成27年１月23日総務大臣通知）」に基づき、平成28年度財務
書類から、統一的な基準により①一般会計等財務書類、②全
体財務書類、③連結財務書類を作成しています。

＜財務書類の概要＞

種　　類 概　　　　　要

貸借対照表
地方公共団体がどれほどの資産や債務を有するかの情報を示
すもの。

行政コスト計算書
地方公共団体の行政活動に伴うコストを経常的なものと臨時的
なものに区分して示すもの。

純資産変動計算書
地方公共団体の純資産、つまり資産から負債を差し引いた残余
が、一会計期間にどのように増減したかを示すもの。

資金収支計算書
現金の流れを示すものであり、その収支を性質に応じて、業務
活動収支、投資活動収支、財務活動収支と区分して示すもの。



（単位：億円）

科目 金額 科目 金額

固定資産 17,423 固定負債 9,122

　有形固定資産 14,787 　地方債 7,816

　　事業用資産 3,286 　退職手当引当金 1,262

　　　土地 1,186 　その他 44

　　　建物等 4,628 流動負債 1,205

　　　減価償却累計額 △ 2,528 　１年内償還予定地方債等 1,205

　　インフラ資産等 11,501 負債合計 10,327

　　　土地 1,065 固定資産等形成分 17,713

　　　工作物等 24,465 余剰分（不足分） △ 10,022

　　　減価償却累計額 △ 14,029

　無形固定資産 9

　　ソフトウェア等 9

　投資その他の資産 2,627

　　基金等 2,627

流動資産 595

　現金預金 295

　その他 300 純資産合計 7,691

資産合計 18,018 負債及び純資産合計 18,018
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一般会計等貸借対照表

資 産 １兆８，０１８億円

負 債 １兆 ３２７億円

純資産（資産ー負債） ７，６９１億円

「貸借対照表」は、青森県がどれほどの資産や債務を有するかについての情報を示すも

のです。

・固定資産（事業用資産、インフラ資産、基金等） １兆７，４２３億円

・流動資産（現金預金等） ５９５億円

・固定負債（地方債、退職手当引当金等） ９，１２２億円

・流動負債（１年以内償還予定地方債等） １，２０５億円



（単位：億円）

科目 金額

１　経常費用 5,640

　　　業務費用 2,966

　　　　人件費 1,617

　　　　物件費等 1,258

　　　　その他 91

　　　移転費用 2,674

２　経常収益 263

　　　使用料及び手数料等 263

３　純経常行政コスト
    (１－２）

5,377

４　臨時損失 81

　　　災害復旧事業費等 81

５　臨時利益 12

　　　資産売却益等 12

６　純行政コスト
   （３＋４－５）

5,446
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一般会計等行政コスト計算書

経常費用 ５，６４０億円

経常収益 ２６３億円

純行政コスト ５，４４６億円

純経常行政コストに当該年度の災害復旧事業費等の臨時損失や資産売却益等

の臨時利益を含めたコスト

「行政コスト計算書」は、青森県の行政活動に伴うコストを、経常的なものと臨時的な

ものに区分して示すものであり、表中の純行政コストは、「純資産変動計算書」に計上

される税収等や国県等補助金などにより賄われるものです。

純経常行政コスト ５，３７７億円

当年度の行政サービスに要する費用のうち、資産形成につながらないもの

・業務費用（人件費、物件費等） ２，９６６億円

・移転費用（補助金等、社会保障給付等） ２，６７４億円

行政サービスの対価として徴収する収益等（使用料及び手数料等）

経常費用から経常収益を差し引いた経常的に発生するコスト
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一般会計等純資産変動計算書

「純資産変動計算書」は、青森県の純資産（資産から負債を差し引いた残余）が、一会

計期間にどのように増減したかを示すものです。

前年度末純資産残高 ７，２９５億円

・純行政コスト ▲５，４４６億円

・税収等 ４，３４７億円

・国県等補助金 １，４８５億円

・資産評価差額等 １０億円

期末純資産残高 ７，６９１億円（令和５年度中の変動額 ＋３９６億円）



一般会計等資金収支計算書
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「資金収支計算書」は青森県の現金の流れを示すものであり、その収支を性質に応じて、

業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支と区分しています。

（支出の主なもの）

人件費 １，５１９億円、補助金等 ２，４０７億円

（収入の主なもの）

税収等 ４，６０９億円、国庫補助金等 ８４０億円

（支出の主なもの）

公共施設等整備費 ３３２億円、基金積立金 ２４２億円

（収入の主なもの）

国庫補助金等 ５９２億円、基金取崩 １５４億円

（支出の主なもの）

地方債償還 １，３９０億円

（収入の主なもの）

地方債発行 ８７０億円

業務活動収支 ３３７億円

投資活動収支 １８９億円

財務活動収支 ▲５２０億円

全 体 収 支 ６億円



全体行政コスト計算書

〇資産 【1兆8,947億円】（一般会計等の1.05倍）

〇負債 【1兆1,938億円】（一般会計等の1.06倍）

〇純資産 【8,009億円】（一般会計等の1.04倍）

〇経常費用 【7,225億円】

〇経常収益 【602億円】

〇純経常行政コスト 【6,623億円】

〇純行政コスト 【6,691億円】

全体純資産変動計算書

〇期首純資産残高 【7,648億円】

〇純行政コスト 【▲6,691億円】

〇税収等 【5,162億円】

〇国県等補助金 【1,854億円】

〇資産評価差額等 【4億円】

〇期末純資産残高 【8,009億円】

（純資産変動額 【361億円】）

〇業務活動収支 【342億円】

〇投資活動収支 【181億円】

〇財務活動収支 【▲519億円】

〇全体収支 【4億円】

〇期首現金残高 【491億円】

〇期末現金残高 【495億円】

全体資金収支計算書

全体貸借対照表

全体財務書類４表

※下水道事業特別会計は、地方公営企業法の適用となる令和２年度以降に連結対象となります。

６

一般会計等及び公営事業会計（国民健康保険特別会計及び公営企業会計（病院事業会計、
工業用水道事業会計、下水道事業会計、港湾整備事業特別会計、駐車場事業特別会計
※）を連結対象として、全体貸借対照表、全体行政コスト計算書、全体純資産変動計算
書、全体資金収支計算書の４表を作成しています。



連結行政コスト計算書

〇資産 【1兆9,486億円】（一般会計等の1.08倍）

〇負債 【1兆1,245億円】（一般会計等の1.09倍）

〇純資産 【8,241億円】（一般会計等の1.07倍）

〇経常費用 【7,483億円】

〇経常収益 【856億円】

〇純経常行政コスト 【6,627億円】

〇純行政コスト 【6,685億円】

連結純資産変動計算書

〇期首純資産残高 【7,865億円】

〇純行政コスト 【▲6,685億円】

〇税収等 【5,163億円】

〇国県等補助金 【1,858億円】

〇資産評価差額等 【40億円】

〇期末純資産残高 【8,241億円】

（純資産変動額 【376億円】）

連結貸借対照表

連結財務書類３表

７

一般会計等、公営事業会計（国民健康保険特別会計及び公営企業会計）及び県が1/4以上
を出資する第三セクター等（地方独立行政法人（２法人）、地方三公社（２公社）、第
三セクター等（18団体））を連結対象として、連結貸借対照表、連結行政コスト計算書、
連結純資産変動計算書の３表を作成しています。


